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指導要録の取扱い上の留意点について

指導要録の作成、送付及び保存等については、次のような事項に留意する。

I小 日中学部
1 進学の場合
(1)校長は、児童 (生徒)が準学した場合においては、その作成に関わる当該児

童の指導要録 (以下 暢斡嘲 という。)の抄本又は原本の写しを作成し、これを

進学先の校長に送付する (学校教育法施行規則第24条第 2項参照)。
F(2)(1)に

おいて抄本を作成し送付する場合、その記載事項は、おおむね下記の

事項を含むものとする。

<月■部から進材 る場合>｀
l  ①鶏 及び所在地
②児童の氏名、性別、生年月日及び現住所        f
③ 卒業年月 日

④ 第6学年の各教科の学習の記録              i
⑤ 第6学年め特別の教科 道徳の記録
・⑥ 第6学年の総合的な学習の時間の記録     |
(※知的障害者である児童に対する教育を行う特別支援学校は不要)

⑦ 第6学年の特別活動の記録

③ 第6学年の自立活動の記録

⑨ 第6学年の行動の記録

⑩ 総合所見及び指導上参考となる諸事項

① 第6学年の出欠の記録

<中学部から進学する場合>
① 鞠 及び所在地

② 生徒の氏名、性別、生年月日及び現住所

③ 卒業年月日

④ 第3学年の各教科の学習の記録 (※知的障害者である生徒に対する教

育を行う特別支援学校は、外国語科、選択教科を設けた場合を含む)

⑤ 第3学年の特別の教科 道徳の記録

⑥ 第3学年の総合的な学習の時間の記録

⑦ 第3学年の特別活動の記録

③ 第3学年の自立活動の記録

⑨ 第3学年の行動の記録

⑩ 総合所見及び指導上参考となる諸事項

① 第3学年の出欠の記録
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2 転学の場合
校長は、児革 (生徊 が転学した場合におぃては、原本の写しを作成しヽ それを

転学先の校長に送付する。転学してきた帰童 (生徒)が更に転学した場合において

は、原本の写しのほか、転学してくる前に在学していた学校から送付を受けた写し

も転学先の校長に送付するとこれらの場合、幼稚部 (幼稚園t保育所及び認定こど

も園を含む。)l′Jヽ学部 (小学校を含む。)から送付を受けた抄本又は写しも転学先

の校長に送付する (学校教育法施行規則第24条第3項参照)。

3 転入学の場合
校長は、児童 (生徊 が転学してきた場合においては、当該児童 (生徒)ん

ミ転入

学した旨及びその期日を、速や力引こ、前に在学していた学校の校長に連絡し、当該

児童 (生徒)め指導要録の写しの送付を受ける。なぉ、この場合、校長は、新たに

当該児童 (生徊 の指導要録を作成すべきであつて、送付を受けた写しに連続して
.記
入してはならないと

4 学校統合、学校新設等の場合
学校名及び所在地め変更として取り扱うか、上記2及び3に準じて取り扱うか、

は実情に応じて処理する。

5 退学等の場合
校長は、児革 (生徒)が外国にある学校などに入るため退学した場合等において

は、当該学校が日本人学校そゐイ也文部科学大臣が指定した在外教育施設であるとき

にあらては、上記1及び2に準じて指導要録の抄本又は写しを送付するものとし、

それ以外の学校などにあつては、求めに応じて適切に対応する。

6 編入学等の場合
(1)校長は、児童 (生徳 が外国にある学校などから編入学した場合においては、

編入学年月日以後の指導要録を作成するとその際、できれば、外国にある学校

などにおける履修状況の証明書や指導に関する記録の写しの送付を受ける。

(2)校長は、就学義務の猶予又は免除の事由がなくなったことにより就学義務が

生じt児童 (生徒)が就学した場合においては、就学した日以後の指導要録を

イ作成する。

7 保存期間
(1)学校においては、原本及び転入学の際送付を受けた写しのうち、学籍に関す

る記録については20年間、指導に関する記録については5年間保存する (学

校教育法施行規則第28条第2項参照)。
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(2)特別支援学校幼稚部から送付を受tチた抄本文は写しは、児童が当該学校に在

学する期間保存する。(特別支援学校小学部又は小学校から送付を受けた抄本又

は写しは、生徒が当該学校に在学する期間保存する。)

(3)外国にある学校など今入るための退学の場合、学齢を超過している児童 (生

徒)の退学の場合、就学義務の猶予 免`除の場合、又は児童の居場所が1年以

上不明の場合には、原本及び転入学の際送付を受けた写しは、:校長が退学Xは

在学しない者と認めた日以後、学籍に関する記録については20年間、指導に
,関する記録については5年間保存する。

3 その他
(1)対外的に証明書を作成する必要が生じた場合には 個ヽ人情報保護や教育的配

|:慮ゐ観点から、申請の目的を確認した上で、註明の趣旨や内容に応じて必要最

! 小限の事項を記載するように留意する。

(2)学校が保護者への連絡に用いるいわゆる通知表等と指導要録とは性格が異な

るものであり、様式や記載方法等を■致させる必要はない。学校においては、

指導要録にぉける各教科等の評価の考え方を踏まえ、児童 (生徒)の学習過程

や成果、す人一人の可能性などについて適切に評価し、児童 (生徒)一人―人

のをの後の学習の充実・改善II役立つものにする観点から(通知表等の様式や

記載内容・方法等について工夫することが望まれるも

(3)指導要録の本人へゅ開示の取扱いについては、業務の適正な実施に支障を及

ぼすおそれがあるとき等を除き開示するという個人情報保護基本法制り基本的

な考え方に基づいて対応する必要がある。具体的な開示の取扱いについては、

各教育委員会等において、条例等に基づき、それぞれの事案等に応じて判断す

ることが適当であるも

(4)配偶者からの暴力の被害者と同居する児童 (生徒)については、転学した児

童 (生徒)の指導要録の記述を通じて転学先の学校名や所在地等の情報が配偶

者 l力日害者)に伝わることが懸念される場合がある。このような特別の事情が

ある場合には、福祉部局等との連携を図りながら、厳重に管理することが求め

られる。
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Ⅱ 高等部
1 進学の場合
(1)校長はヽ生徒が進学した場合にゃいてはヽその作成に関わる当該生徒の指導

要録 (以下「原本」という。)の抄本又は原本の写しを作成し、これを進学先の

校長に送付する (学校教育法施行規則隻24条第2項参照)。
i(2)(1)において抄本を作成し送付する場合、その記載事項は、おおむね下記の

事項を含むものとするよ

<視覚障害者i聴覚障害者、肢体不自由者又は病蒻者である生徒に対する教育

を行う特別支援学校>                    ―

① 学校名及び所在地及び学料名          |
② 生徒の氏名、イ隅 lJ、 生年月日及び現住所

③ 卒業年月日

④ 最終学年の各教科・科目等の学習の記録

⑤ 最終学年の総合的な探究の時間の記録

⑥ 最終学年の特別活動の記録

⑦ 最終学年の自立活動の記録

③ 総合所見及び指導上参若となる諸事項

③ 最終学年の出欠の記録

<知的障害者である生徒に対する教育を行う特別支援学校>

① 鶏 及び所在地及騨

②生徒の氏名、性別、生年月日及卿    !
③ 卒業年月日

④ 最終学年の各教科の学習の記録
'

(※外国語科、情報科、学校設定教科を諜けた場合を含4)

⑤ 最終学年の特別の教科 道徳の記録
◎ナ最終学年の総合的な探究の時間の記録    ′
⑦ 最終学年の特別活動の記録

③ 最終学年の自立活動の記録

⑨ 総合所見及び指導上参考となる諸事項   
「    ―

⑩ 最終学年の出欠の記録   |

2 転学の場合
校長は、生徒が転学した場合においては、原本の写しを作成し、それを転学先の

校長に送付するも転学してきた生徒が更に転学した場合においては、原本の写しの

ほか、転学してくる前に在学していた学校から送付を受けた写しも転学先の校長に

避卦Ⅲする。           :
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これらの場合、特別支援学校中学部又は中学校から送付を受けた抄本又は写しも

転学先の校長に送付する (学校教育法施行規則第24条第 3項参照)。

3 転入学の場合
校長は、生徒が転学してきた場合においては、当該生徒が転入学した旨及びその

期日を、速や力Чと、前に在学していた学校の校長に連絡し、当該生徒の指導要録の

写しの送付を受ける。なお、この場合、校長は、新たに当該生徒の指導要録を作成

すべきであつて、送付を受けた写しに連続して記入してはならない。

4 学校統合、学校新設等の場合
学校名及び所在地の変更として取り扱うか、上記2及び3に準じて取り扱うか、

は実情に応じて処理する。

5 退学等の場合        |
校長は、生徒が外国にある学校などに入るため退学した場合等においては、当該

学校が文都科学大臣が指定した在外教育施設であるときにあつては 上ヽ記1及び2

に準じて指導要録の抄本又は写しを送付するものとし、それ以外の学校などにあう

ては、求めに応じて適切に対応する。

6 編入学等の場合   :
(1)校長は、生徒が編入学した場合においては、編入学年月日以後の指導要録を

イ乍成すると

(2)前に在籍していた学校から可能な範囲で指導要録の写しを送付してもらうよ

うにする。

7 保存期間
(1)学校においては、原本についてい当該生徒あ卒業又は転学した日以後、転入

学の際送付を受けた写しについては当該生徒の卒業の日以後ヽ学籍に関する記

録については20年間、指導に関する記録については5年間保存する (学校教

育法施行規則第28条第2項参照)。

(2)特別支援学校中学部又は中学校から送付を受けた抄本又は写しは、生徒が当

該学校に在学する期間保存するよ

(3)退学の場合、当該生徒の原本及び転入学の際送付を受けた写しは、校長が退

学を命じた日以後、:学籍に関する記録については20年間、指導に関する記録

については5年間保存するも
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8 その他
(1)在学証明や単位取得証明など証明書等を作成する場合におぃて、単に指導要

録の記載事項をそのまま転記することは必ずしも適切ではないので、個人情報

保護や教育的配慮の観J点から、証明の趣旨等を確認した上で、必要最小限の事

項を記載するように留意する。

(2)学校が保護者への連絡に用いるいわゆる通知表等と指導要録とlま性格が異な

るものであり、様式や記載方法等を一致させる必要はないも学校においては、

指導要録における各教科等の評価の考え方を踏まえ、生徒の学習過程や成果、

一人一人の可能性などにつぃて適切に評価し、生徒一人一人のその後の学習の1充

実・改善に役立らものにする観,点から、通知表等の様式や記載内容・方法等

にらぃてェ夫することが望まれる。

(3)指導要録の本人への開示の取扱いについては、業務の適正な実施に支障を及

ぼすおそれがあるとき等を除き開示するという個人情報保護基本法制の基本的

な考え方に基づいて対応する必要がある。具体的な開示の取扱いについては、

各教育委員会等において、条例等に基づき、それぞれの事案等に応じて判断す

ることが適当である。

(4)配偶者からの暴力の被害者と同居する生徒については、転学した生徒の指導

要録の記述を通じて転学先の学校ちや所在地等の情報が配偶者 l力日害者)に伝

わることが懸念される場合がある。このような特別の事情がある場合には、福

祉部局等との連携を図りながらて厳重に管理することが求められる。
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